
利用許諾条件書

文部科学省（以下「甲」という。）は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（以下

「乙」という。）を代理して、同意書（第１条に定めるものをいう。）を提出した「小学校及

び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則附

則第二項の規定により読み替えられた同令第三条第一項に規定する文部科学大臣が定める

者」（令和２年８月 11日文部科学大臣決定。令和６年３月 21日最終改正。以下「介護等体

験免除者に係る大臣決定」という。）１．（１）に規定する課程認定大学等（以下「丙」とい

う。）に対して、第２条第１項第１号に定める著作物を、以下の条項に基づき利用すること

を許諾し、丙もその著作物の利用に際し、当該条項に同意するものとする。

第１条 （契約の成立）

本書に基づく甲と丙との間の契約（以下「本契約」という。）は、丙が、甲に対し、甲の

指定した様式により、本書の内容に同意する旨の同意書（以下「同意書」という。）を提出

したときに成立するものとする。

第２条 （利用許諾）

１ 甲は、丙に対し、第１号に定める著作物（以下「本著作物」という。）につき、第２号

及び第３号に定める範囲で、その利用を許諾する。

(１) 利用著作物名：

乙が実施する以下の科目名で開設される免許法認定通信教育において使用される印

刷教材

・視覚障害児の教育課程及び指導法 （令和６年度前期・全 15回）

・聴覚障害児の教育課程及び指導法 （令和６年度前期・全 15回）

(２) 利用目的

介護等体験免除者に係る大臣決定１．（４）に定める措置（以下「本件措置」という。）

を実施するために利用する。

(３) 利用方法

前号に定める目的に必要で、かつ、次項に基づき甲の承諾を得た届出の範囲内におけ

る以下の利用

①丙が実施する本件措置の受講学生、その他本件措置を実施するために必要と認めら

れる範囲の者（以下、総称して「受講学生等」という。）へ配布するための複製にお

ける利用

②受講学生等へのインターネット送信における利用

③その他本件措置を実施するために必要と認められる利用形態による利用



 

２ 利用態様の届出及び甲の承諾 
 丙は、前項に定める利用を行うに当たっては、事前にその具体的な利用態様について、

第１条に定める同意書と併せて、甲の指定した様式により甲に届出を行い、甲の承諾を得

るものとする。なお、甲が丙に対し、本項に基づく届出の日から７日以内に当該届出に係

る利用態様の承諾の可否について何ら通知を行わない場合は、甲は当該利用態様につき

承諾したものとみなす。 
 
第３条 （著作者人格権） 
１ 丙が本著作物の内容・表現又はその題号に変更を加える場合には、あらかじめ甲の承諾

を必要とする。 
２ 丙は、本著作物を利用するにあたって、以下のとおり著作者の表示をしなければならな

い。 
・独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

 
第４条 （納入） 
１  甲は丙に対し、本著作物をダウンロードすることができるウェブサイトの URL（以下

「本件 URL」という。）を送信する。 
２ 丙は、別途甲から送信されるパスワード（以下「本件パスワード」という。）を入力す

ることにより、上記ウェブサイトから本著作物をダウンロードする。 
３ 丙は、甲が承諾した場合を除き、本件 URL 及び本件パスワードを第三者に開示しては

ならない。 
 
第５条 （対価） 
第２条に基づく利用許諾に係る対価は無償とする。 

 
第６条 （期間） 
本契約の有効期間は、丙が甲に対し第１条に定める同意書を提出した日から令和７年３

月 31日までとする。 
 
第７条 （解除） 
甲は、丙が本契約に違反した場合、当該違反の是正を催告するものとし、当該催告後相当

期間が経過してもなお当該違反が是正されないときは、本契約を解除することができる。 
 
第８条 （契約終了後の措置） 
 本契約が終了した場合、丙は、丙が保有する本著作物に係る印刷物、電子データ、その他

の複製物を全て廃棄するものとする。 



 

 
第９条 （権利義務譲渡等禁止） 

 甲及び丙は、本契約上の地位並びに本契約から生じる権利及び義務を、相手方の事前の書

面による承諾なく第三者に譲渡してはならず、又は担保に供してはならない。 

 

第 10条 （事務） 

本契約に基づく甲の事務は、甲の総合教育政策局教育人材政策課において行う。 

 

第 11条 （準拠法及び管轄裁判所） 

 本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関し生じた紛争については、東京地方裁判所をも

って第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第 12条 （その他） 

本契約に定めのない事項、その他本契約に関して疑義等が生じた場合については、甲丙間

で別途協議の上、解決するものとする。 
 
 
令和 年 月 日 
 
甲 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

文部科学省総合教育政策局長 望月 禎 
 
丙 同意書記載のとおり 
 
  



 

同 意 書 兼 利 用 態 様 届 出 書 
 

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課 御中 
 

○○大学 
 
当大学は、別紙の利用許諾条件書第２条第１項第１号の著作物を利用するに

あたり、同書の内容に同意するものとし、また、同条第２項に基づき下記のとお

り、その利用態様を届け出ます。 

 

記 

 
措置の名称 （例）○○大学介護等体験代替措置 
措置の実施期間 令和 年  月  日 ～ 令和 年  月  日 
担当教職員  
定員（受講学生の見

込み数） 
 

利用する著作物 □ 視覚障害児の教育課程及び指導法（令和６年度前

期・全 15 回） 
□ 聴覚障害児の教育課程及び指導法（令和６年度前

期・全 15 回） 
利用態様 □ 受講学生等へ配布するための複製における利用 

□ 受講学生等へのインターネット送信における利用 
□ その他 
具体的な内容： 
 

連絡先 担当部署名： 
担当者名： 
電話番号： 
メールアドレス： 

以上 
 
（注）kaigo@mext.go.jp 宛てに御提出ください。 
 

mailto:kaigo@mext.go.jp

